
 
 

日本と EUとの新たな時代が本日始まる（仮訳） 
東京・ブリュッセル 2019年 2月 1日 

日・EU ビジネス・ラウンドテーブル（以下：BRT）は、日・EU 経済連携協定（以

下：EPA）が本日発効したことを心から歓迎する。本 EPA は、日本と EU との関係に大

きな変革をもたらし、自由且つ公正でルールに基づく貿易と貿易投資の促進に寄与する

と共に、両者の成長と協力の新たな可能性の拡大に資すると考える。更には、この新た

な高水準の経済関係の構築は、消費者への恩恵はもとより社会に幅広く裨益することが

大きく期待される。  
 

2007 年に BRT は、日本と EU の充実した経済協定の実現の可能性を模索すべく、産業

界支援の下での政府当局主導のタスクフォースの設立を希求した。以後、BRT は、この

経済協定の成立に向けた過程の歩みを後押ししてきた。将来の枠組みとなる包括的、且

つ野心的で双方に利益をもたらす互恵的な高水準の合意への達成に向けた殊勝、且つ不

断の努力を注いできた日本及び EU 双方の EPA 交渉関係者のご尽力に対して改めて敬意

を表したい。  
 

世界貿易の 37%を占める本 EPA は、台頭しつつある保護主義的傾向及び市場歪曲的措

置に対する深い憂慮を示す一方、市場開放、多国間での自由貿易主義及び公平な競争環

境並びに共生社会がもたらす恩恵について強いメッセージを発信している。これに加え、

本 EPA や「環太平洋パートナーシップに関する包括的および先進的な協定（CPTPP）」

を含むその他の多角的貿易協定が、自由で公正な貿易の更なる推進に繋がっていくこと

と BRTは確信している。 
 

また今後、日本と EU間における規制の統一化の推進、循環型経済とデジタル経済など

の重要な分野において新たな連携機会の創出、国際規格の標準化における協力関係の強

化、非関税障壁の撤廃、そして日本及び EU企業の協業関係が益々進む第三国市場での共

同投資の枠組みを更に推し進めるという意味において本協定は実効性のある合意でなけ

ればならない。 
 

この度の EPA が内包する潜在性を萌芽させるためには、中小企業を含むあらゆる規模

の企業が EPA の存在、その条項、そしてこれにもたらされる好機を十分に認識すること

が必要である。これに加えて、官民各界の関係者は、本 EPA とこれによりもたらされる

恩恵に対する認知度の向上に努めることが重要である。 
 

今後も BRT は、本協定の運用状況を注視すると共に、日本と EU の政府当局に対して

引き続き本協定に係わる更なる提案を示していく所存である。そして本 EPA に関与する

様々な業界団体に対して我々BRT の意見を届けていくと共に、市民社会との対話も行っ

ていく所存である。 
 

BRT は、日・EU 経済連携協定が日本と EU の新たな関係の先駆けとなると堅く信奉し

ており、そして、この画期的な協定を推進し、産業界の声として代弁できれば光栄であ

る。  
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

背景 

日・EUビジネス・ラウンドテーブルは日・EUビジネス関係の良好な発展を図るため、1999年に発足。現在約 50名の日本企業および

EU 企業の CEO、経営幹部で構成されている。日・EU 間の貿易、投資促進などに関する共同提言書を両政府へ提出し、イノベーショ

ン、エネルギー、産業規格といった共通の関心事項における産業協力を促すことを主な目的としている。年次会合は日本と EU が毎

年交互に場所を移して開催している。日・EUビジネス・ラウンドテーブル：https://www.eu-japan-brt.eu/ja. 

お問合せ先：日欧産業協力センター 日・EUビジネス・ラウンドテーブル事務局 E-mail: roundtable@eu-japan.eu 
東京事務所：TEL 03-6408-0281 ブリュッセル事務所: TEL +32-2-282-0040  
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